
資料６ 

産業連関技術会議 今後の予定 

 

 

○ 第 3 回（平成 28 年 12 月又は 29 年 1 月ごろ） 
・ 自社開発ソフトウェア等の取扱い 

・ ＳＮＡとの整合性（所有権移転費用、兵器システム等） 

・ 管理、補助的経済活動を行う事業所 

・ 再生可能エネルギー 

・ 付帯表・接続表作業の在り方 

 

 

○ 第 4 回（平成 29 年 4 月ごろ） 
・ 部門分類 

・ 基本要綱（案） 

・ サービス業に関する精度向上（サービス産業・非営利団体等投入調査等） 

・ 推計方法（経済センサスの活用等） 


